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はじめに
1930 年 12 月に入るや, 満蒙危機説は突如浮上した. 重光葵は, この満蒙危機を中国ナショナ




は一方的に条約を廃棄して, これら利権の回収を断行するといふ趣旨であつた. [中略] こ
の王外交部長の革命外交強行の腹案発表は, 内外の輿論を賑はし, 日本の軍部を甚だしく刺
戟し, 幣原外交の遂行に致命的の打撃を輿ふることとなつた. [中略] これらの現象を目前
に見てゐる関東軍は, その任務とする日本の権益及び日本人・朝鮮人の保護は, 外交の力に
よつては到底不可能で, もはや武力を使用する以外に途はないと感ずるやうになつた.｣1)
ここで重光は, 日中関係における王正廷の ｢革命外交｣ 方案は, ｢日支間の交渉には佐分利公
使時代から, 機微な満蒙問題には手を触れないという暗黙の了解｣ を無視して, ｢満州における
日本の権益をも, 他の地方における外国の権益と同様に, 一律にしかも短期間にこれを回収しよ
うというものである｣2), としている. つまり, 重光によれば, こうした王正廷外交は, ｢幣原外
交｣ に致命的な打撃を与え, 日本軍部を刺激し, 遂に満州事変の勃発を誘発することになった,
というのである. こうした重光の解釈は当該期日本外交史または日中外交史の研究に大きな影響
を与えてきた. 既存研究では, 重光の判断に基づき, 交渉による日中間の妥協または日中関係の
打開が不可能だ, とされてきた3).
果たして王正廷は満州における日本の権益を即時回収する意図はあったのであろうか. また,









倒し, 外には不平等条約を撤廃することである. 昨年 (1928 年―筆者) 6 月国民革命軍が
『旧北京』 を奪回した後, 統一事業はすでに一段落を告げ, 国民政府のその後の最も重要な
事業は, 当然にも不平等条約の廃棄となった.｣4)
このような考え方と主張は, 左右を問わず, 国民党・国民政府の一致したものである. 全国統
一を成し遂げた国民政府は, その革命理念から, 当然ながら, 不平等条約の撤廃を主張する. だ
が, 不平等条約撤廃の手段や方法に関しては, 国民政府内部での意見は必ずしも一致していたわ
けでない. 内部に, 革命理念により忠実な国民党党部と, より現実主義的である政府との間の意
見対立を含んでいたのである.
1928 年 6 月, 王正廷は国民政府外交部長に就任し, 不平等条約撤廃を目指す王正廷外交が登
場した. では, 不平等条約撤廃について, 王正廷はどう考えており, 対応していったのか. もち




な廃約宣言による不平等条約の即時全面撤廃は不可能であると認識している. 平等, 独立, 主権
などという列強間での国際政治の一般原則と国際法は, 弱国である中国に適応しない. 列強も中
国を対等に取り扱っていない. したがって, 中国は不平等条約撤廃を図ろうとすれば, 自国の力
を外交のバックにし, 漸進的に行わなければならない, と王正廷は考えていたのである.
そこで, 王正廷は, 不平等条約の全面撤廃と平等条約の締結を中国外交の究極の目標としなが
ら, 不平等条約の即時全面撤廃を要求せず, そのかわりに不平等条約撤廃を, 解決可能な問題
(関税自主権の回復), いわば部分的な条約改正から平和的交渉より, 段階的に, 漸進的に図ろう
とする自分の外交構想, いわゆる ｢順序ある外交｣ を打ち出した. 具体的に言えば, 王正廷は不
平等条約撤廃の期間を五期に分けて実現すると主張した. それは, 第一期には関税自主権の回復,
第二期には治外法権の撤廃, 第三期には租界の回収, 第四期には租借地の回収, 第五期には鉄道
利権と内河航行権および沿岸貿易権の回収というようなプログラムであった5).
租界・租借地は, 中国における列強の特殊権益の一部であり, 中国不平等条約の重要な内容で
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もある. 王正廷外交は不平等条約撤廃を目指す以上, 当然ながら, 租界・租借地の回収を要求す
るのである. では, なぜ中国は租界・租借地を回収しなければならないのか. その理由について,
王正廷は次のように考えている.
租界回収の理由について, 王正廷は, 第 1に租界の存在は中国の主権に損害を与え, 中国の内
政を阻害すること (中国政府は租界に居住する中国人にその裁判権を施行できないこと, 租界は
中国の領土であるが中国軍隊は通過することを許されないこと), 第 2 に外国人と中国人との分
居する必要がなくなったこと, 第 3に中国の地方自治は大いに進歩したこと, 第 4に租界治理の
方法は通商の権利を享受することにあること, などを挙げて説明している6).
租借地の回収について, 王正廷は, 第 1に租借地は割譲と違って, その主権は中国に属するこ
と, 第 2に (ドイツ勢力の消滅, 国際連盟の成立およびロンドン軍縮会議とワシントン会議の開

















約改正は関税自主権の回復から行うべきである. なぜなら, 関税自主は, 国家の絶対的な権利で
あり, 財政増収と民族商工業の保護を果たすことができるからである. だから, 王正廷外交プラ
ンにおいて, 関税自主権の回復を第一段階とし, 治外法権の撤廃を第二段階として構想されてい






1929 年 8 月 31 日天津ベルギー租界返還協定が調印され, その翌々日 (9 月 2 日) の外交演説
において王正廷は, 今後の外交方針を次のように語った.
｢外交部は本来今年を領事裁判権撤廃を進める工作の時期とし, 来年は租界や内河航行権を









すなわち, 上海共同租界, 旅順・大連租借地及び満鉄付属地は最も重要であるが, その回収は
きわめて複雑で困難なので, それらの問題を後回しにして, まず比較的重要ではない租界から解
決を図るべきだ, というのである. 例えば, 1930 年 9 月 18 日王正廷は重光葵臨時代理公使に対




うとした. 1928 年から 1931 年にかけて王正廷は, 天津ベルギー租界と鎮江・厦門イギリス租界
及び威海衛イギリス租借地の回収に成功した. また, 王正廷が回収を提議し, あるいは回収に関
する交渉を行ったのは, 漢口日本租界, 漢口フランス租界, 天津イタリア租界, 広州湾フランス
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た. 同年 1 月 17 日開始された両国通商条約改正交渉においてベルギーのワルス駐中国公使は,
両国の相互不信や誤解を取り除くために, ベルギー政府は天津租界を中国に返還する用意がある





1929 年 1 月から王正廷はワルス公使との間に租界返還交渉を行い, 同 8 月 31 日両氏の間に返
還協定が成立した14). 10 月 1 日国民政府は天津ベルギー租界を回収した (接収式は 1931 年 1 月








れも外交交渉による結果ではなく, 敗戦, または革命による帝国主義支配そのものの消滅, ある





1921 年 12 月 3 日, ワシントン会議において中国代表は, 中国における各国の租借地を回収す
る議案を提出した. これに対しイギリス代表は, 中英両国間に返還の方式と細目についての諒解
が達されることを条件として, イギリスは威海衛を中国に返還する用意があるとの声明を発表し
た17). 威海衛返還に関する交渉が, 1922 年から北京政府とイギリスの間に開始され, 1924 年 11
月 28 日, 29 ヶ条と数種の付属文書からなる ｢専約草案｣ が調印されると決したが, 同年 10 月
中国で政変が起きたため, 正式調印に至らなかった. 後に数年間, 交渉は中止の状態になった.
その後 1929 年 5 月 20 日威海衛返還に関する交渉が, 王正廷外交部長とランプソン駐中国公使





軍基地を海軍の避暑地の名目で 10 年間, 引き続き借用し, かつ満期後も両国政府の同意を条件
にして継続借用することができるとするものであった18). 劉公島の借用は, イギリス側が終始堅
持し, 1924 年 10 月の ｢専約草案｣ (当時の北京政府とイギリスとの間に) に規定されたもので
あった. これを承認した王正廷は, 世論から厳しい非難を受けた. 例えば, 1930 年 4 月 20 日付
の 『大公報』 は, ｢王・ランプソン協定は, 北京政府時代の旧案を踏襲した上, 劉公島の 10 年借
用をきっぱりと承認したものにすぎなかったのである. [中略] このたびの王・ランプソン協定
による中国外交の失敗は, 北京政府の失敗を遥かに超えたと言わざるを得ない｣ と, 王正廷の外
交姿勢を厳しく非難した19).




あり, 両者を同一してはいけない. このたびの交渉において, 二つのことは別々に行われたので
ある｣, と強調した20). ここで注目すべき点は, 王正廷が威海衛の主権返還とイギリスによる劉
公島の継続借用を区別して対処したということである. すなわち, 王正廷にとって, 劉公島をイ
ギリスが引き続き借用することは重要なことではなく, 威海衛の主権が中国に返還されたことこ
そ重要なことだ, というのである. こうした王正廷の外交姿勢は, 王正廷外交において一貫した








1930 年 11 月, 王正廷は ｢漢口市政の便利のため｣, 漢口日本・フランス租界返還を日仏両国
に提議した21). 王正廷による漢口租界回収提議に対し, 日本は, それを蒋張会談, 東北外交権の
中央移管, 満鉄危機などと結びつけ, ｢漢口日本租界回収提議は東北外交の中央移管の結果｣ で
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すぎなかったのである23). 王正廷や国民政府には必ずしも直ちにその解決を図ろうとする強固な




｢現在, 外交において最も重要なのは治外法権の撤廃である. [中略] 政府は法権問題を重







21 ヶ条約の有効性に関わっているからである. 21 ヶ条約を認めない中国は, 中露条約により,
旅順・大連の租借期限を 25 年とし, 1923 年をもって満期となったと主張するのに対し, 日本は
21 ヶ条約により租借期を 99 年 (満期は 1997 年) とした. これについて, 王正廷は, ｢旅順・大
連の租借地は中露の原訂条約には 25 年を期限としてゐるから 1925 年 (原文―筆者) を以て満期




21 ヶ条約締結の経緯, 国民党・国民政府の理念と立場および従来の主張から, 国民政府も王
正廷も当然, 旅順・大連の租借期はすでに満期となり, それを回収すべきだと主張する. だが,
満蒙問題の複雑さと満蒙における日本の特殊権益の重大さに鑑み, 現実として日本が旅順大連を
すぐに中国に返還するのは不可能だ, と国民政府も王正廷も認識している. 例えば, 1927 年 5












ならない, 現状に照らして, 満蒙問題の解決を暫く棚上げにして, 後回しするしかないというの
である. 1929 年 10 月佐分利貞男公使との会談において王正廷は, ｢満洲問題には一切触れざる
を緊要とすべく, 商租権の問題は所謂二十一ヶ条に起原し, 之に触るること極めて危険なり｣ と
強調し, ｢満洲問題は現在解決不可能の問題なれば之に触れざる｣ と改めて表明した. そして,
この問題について, 佐分利公使との間で ｢暗黙の了解｣ が成立した28).
では, 旅順・大連をいつ回収できるのか. これについて王正廷は次のような認識を示している.














1931 年 4 月 16 日林久治郎奉天総領事は, 張学良に, 日本の特殊権益である旅順・大連と満鉄及
び満鉄付属地の回収を国民会議にかけることは, 東北における平和的努力を水泡に帰し, 張の立
場を一層難しくする, と警告した. これに対し張学良は賛成し, 次のように述べた.
｢貴国との特殊の関係ある東北を困難に陥るる如き政策は, 勿論責任者として之に同意し得




以上に見たように, 王正廷は, 国民党・国民政府の従来の立場に立ち, 旅順・大連の租借期が
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すでに満期となり, それを回収すべきだと主張するが, それはあくまでも原則論であり, 実際,






以上, 本稿では, 租界・租借地回収に対する王正廷の考え方と対応を分析することで, これま
での通説的イメージの再検討を試みたが, 最後に, その結果を従来の定説と関連させ, 以下のこ
とを確認しておきたい.
第一, 王正廷は天津ベルギー租界や威海衛イギリス租借地の回収に成功したが, それはやや例
外的なものであり, 必ずしも王正廷の ｢順序ある外交｣ プランによるものではなかった. その理
由として, 次の二点が挙げられる. 一つは, 天津ベルギー租界と威海衛英租借地が既に満期とな
り, 両国政府もそれらを中国に返還する声明を発しているため, 回収交渉はこのような前提に基
づいて行われたものだからである. もう一つは, 既に明らかにされたように, 租界や租借地の回








を実力で即時回収する意図もなった. したがって, 重光は, 日本が蘇州・杭州のような重要では
ない租界を中国に返還しない限り, 日中衝突は不可避であったと結論付けているものの, 必ずし
も史実を正確に反映したものではない.
※本研究は住友財団 2004 年度 ｢アジア諸国における日本関連研究助成｣ を受けた. ここに記
し, 心から感謝申し上げる.
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